
環境に配慮した製品の提供

光ファイバ通信ネットワークに求められる伝送容量は急速な拡大を
続けており、当社グループでは、お客様のニーズを先取りしたデバイス
製品の提供に努めています。
例えば、コヒーレント光通信方式は、長距離伝送時の信号品質の劣
化が少ないため、100km以上の長距離用途で採用されてきました。近
年、伝送速度の高速化に伴い、より短距離での信号品質の確保にも同
方式のニーズが高まる一方、光デバイス製品の小型化と低消費電力化
が普及の鍵となっていました。当社グループでは、最新の業界標準に
適合した小型、低消費電力の波長可変光源の提供を2020年より開始
し、データセンター間光通信ネットワークで幅広く採用されています。
高効率の波長可変機能を小型パッケージの中で実現するため、レーザ
チップや組立構造の設計を抜本的に見直した結果、消費電力の29％削
減を実現しました（当社従来製品比）。2023年度に出荷した同製品の
消費電力削減効果を累計すると、1.4GWh／年と推定され、温室効果
ガスに換算すると613ton-CO2／年に相当します。
当社が蓄積してきた化合物半導体デバイスの技術は、効率的で大容
量の通信ネットワークを実現する上で不可欠であり、その技術を進化さ
せ、新たなニーズに応え続けることが、当社の責務と考えています。こ
の責務を果たし、デジタル社会とカーボンニュートラルの実現を支えて
参ります。
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2023年度、当社の事業環境は大きく変化しました。COVID-19の流行に伴う混乱
の余波により、多くのお客様が在庫調整を進めたことや、第5世代移動通信システム
の立ち上げに伴う投資が一巡し、減速傾向となったことから、当社の売上は前年度比
減少となりました。その一方で、生成AI技術の進歩と市場の拡大が急速に進み、関連
する投資が活発化した1年でもありました。当社は、この市場の期待に応え、エネル
ギー効率に優れたデバイス製品を提供するため、開発と生産の体制拡充に集中的に
取り組んでいます。

上記のような事業環境を背景に、2023年度の生産規模は一時的な縮小に転じました。その結果、エネルギー使用量や廃棄物排
出量等、生産活動に伴う環境負荷は全体として減少しました。一方、お客様への安定した製品供給と当社事業の持続性を維持する
上で、生産性向上への取り組みは常に重要テーマであり、その継続的な取り組みの成果も環境負荷の軽減に寄与しています。

一例として、生産品種の統廃合の取り組みをご紹介します。当社では、化合物半導体の特長を活かした技術の進化に日夜取り組
み、新たな世代の製品を生み出し続けることにより、お客様の追求する理想の実現に貢献しています。しかしながら、これまでに生
み出してきた多くの世代の製品が工場内で混在することが、生産性を低下させる要因ともなっていました。当社では、お客様のご理
解とご協力を頂きながら、古い世代の製品の生産を順次終了し、生産品種の統合を進めてきました。その結果、新しい生産技術の
効率的な利用が進み、生産ラインのエネルギー効率が向上しました。また、環境負荷の高い化学物質の使用量が減少し、無害化処
理に伴うエネルギー使用や廃棄物排出の削減も進みました。

当社の環境負荷低減に向けた取り組みの重要な指標の一つは、温室効果ガスのスコープ１とスコープ２の排出量であり、2030年
度に、「2020年度対比50%削減」を目標として設定しています。生産性向上の取り組みを継続するとともに、再生可能エネルギー
の活用にも経営資源を投入し、目標達成を目指します。

当社は「持続可能な環境負荷の少ない社会を構築していくことが重要である」との認識のもと、地球的視野に立った
環境保全活動を継続的 かつ 着実に推進しながら、最小の消費電力で、最大のデータ伝送を可能にする化合物半導体デ
バイスの提供により、デジタル社会およびカーボンニュートラルの実現を支え、社会に貢献する。

当社の横浜本社、山梨事業所、および、製造子会社であるSPEC社（中国）、SEDV社（ベトナム）のそれぞれにおいて、
環境マネジメントシステムを構築し、ISO14001の認証を取得しています。

横浜 山梨 SPEC SEDV

環境活動方針

環境マネジメントシステム認証取得状況

代表取締役社長
住友電工デバイス・イノベーション株式会社

長谷川  裕一

活動指針
地球温暖化防止への対応を進める。
省資源、リサイクルを進める。
環境汚染予防、環境保護を進める。
環境に配慮した製品の提供を拡大し、顧客要求への対応を進める。
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■記載対象範囲
　・住友電工デバイス・イノベーション株式会社（本社、山梨事業所）（SEDI）
　・Sumitomo Electric Photo-Electronics Components (Suzhou), Ltd.（SPEC）
　・Sumiden Device Innovations Vietnam Co., Ltd.（SEDV）
※本報告書において当社はSEDI、当社グループはSEDIグループ（上記3社）を指します。

Environmental report | 03Environmental report | 02



2023年度、当社の事業環境は大きく変化しました。COVID-19の流行に伴う混乱
の余波により、多くのお客様が在庫調整を進めたことや、第5世代移動通信システム
の立ち上げに伴う投資が一巡し、減速傾向となったことから、当社の売上は前年度比
減少となりました。その一方で、生成AI技術の進歩と市場の拡大が急速に進み、関連
する投資が活発化した1年でもありました。当社は、この市場の期待に応え、エネル
ギー効率に優れたデバイス製品を提供するため、開発と生産の体制拡充に集中的に
取り組んでいます。

上記のような事業環境を背景に、2023年度の生産規模は一時的な縮小に転じました。その結果、エネルギー使用量や廃棄物排
出量等、生産活動に伴う環境負荷は全体として減少しました。一方、お客様への安定した製品供給と当社事業の持続性を維持する
上で、生産性向上への取り組みは常に重要テーマであり、その継続的な取り組みの成果も環境負荷の軽減に寄与しています。

一例として、生産品種の統廃合の取り組みをご紹介します。当社では、化合物半導体の特長を活かした技術の進化に日夜取り組
み、新たな世代の製品を生み出し続けることにより、お客様の追求する理想の実現に貢献しています。しかしながら、これまでに生
み出してきた多くの世代の製品が工場内で混在することが、生産性を低下させる要因ともなっていました。当社では、お客様のご理
解とご協力を頂きながら、古い世代の製品の生産を順次終了し、生産品種の統合を進めてきました。その結果、新しい生産技術の
効率的な利用が進み、生産ラインのエネルギー効率が向上しました。また、環境負荷の高い化学物質の使用量が減少し、無害化処
理に伴うエネルギー使用や廃棄物排出の削減も進みました。

当社の環境負荷低減に向けた取り組みの重要な指標の一つは、温室効果ガスのスコープ１とスコープ２の排出量であり、2030年
度に、「2020年度対比50%削減」を目標として設定しています。生産性向上の取り組みを継続するとともに、再生可能エネルギー
の活用にも経営資源を投入し、目標達成を目指します。

当社は「持続可能な環境負荷の少ない社会を構築していくことが重要である」との認識のもと、地球的視野に立った
環境保全活動を継続的 かつ 着実に推進しながら、最小の消費電力で、最大のデータ伝送を可能にする化合物半導体デ
バイスの提供により、デジタル社会およびカーボンニュートラルの実現を支え、社会に貢献する。

当社の横浜本社、山梨事業所、および、製造子会社であるSPEC社（中国）、SEDV社（ベトナム）のそれぞれにおいて、
環境マネジメントシステムを構築し、ISO14001の認証を取得しています。

横浜 山梨 SPEC SEDV

環境活動方針

環境マネジメントシステム認証取得状況

代表取締役社長
住友電工デバイス・イノベーション株式会社

長谷川  裕一

活動指針
地球温暖化防止への対応を進める。
省資源、リサイクルを進める。
環境汚染予防、環境保護を進める。
環境に配慮した製品の提供を拡大し、顧客要求への対応を進める。

1

2

3

4

基本理念

Message
社長メッセージ

CONTENTS

社長メッセージ

環境活動方針

環境マネジメントシステム認証取得状況

地球温暖化防止への取り組み

省資源 リサイクルへの取り組み

環境汚染予防の取り組み

環境に配慮した製品の提供

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

■記載対象範囲
　・住友電工デバイス・イノベーション株式会社（本社、山梨事業所）（SEDI）
　・Sumitomo Electric Photo-Electronics Components (Suzhou), Ltd.（SPEC）
　・Sumiden Device Innovations Vietnam Co., Ltd.（SEDV）
※本報告書において当社はSEDI、当社グループはSEDIグループ（上記3社）を指します。

Environmental report | 03Environmental report | 02



山梨 横浜 SPEC SEDV その他

0

20

40

60

80

2018 2019 2020 2021 2022 2023 年度

千ton-CO2/年

スコープ2 スコープ1

千ton-CO2/年

年度
0

20

40

60

80

2018 2019 2020 2021 2022 2023 山梨 横浜 SPEC SEDV その他

年度

％

-10

-5

0

5

10

15

2021-2022
平均

2023 2024 2025

目標実績

kL/年

年度

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20192018 2020 2021 2022 2023

コンプレッサコンプレッサコンプレッサコンプレッサ

バックアップ 常時稼働

コンプレッサ

停止

供給供給

建屋A

供給開始

建屋B

当社グループでは、地球温暖化防止に向けて温室効果ガス排出量削減に取り組んでいます。当社グループの事業活動に伴う直接
排出であるスコープ１、および、当社グループにおける電力使用に伴う間接排出であるスコープ２の合算で、2030年度の排出量
目標を37.8千ton-CO2/年に設定しました。この目標は、2020年度を基準年度として、50%の削減に相当します。

温室効果ガス・スコープ１+２の排出量実績と目標

2020年度実績 2030年度目標

75.6千ton-CO2/年 37.8千ton-CO2/年
（2020年度対比▲50％）

温室効果ガス排出量のスコープ別推移 温室効果ガス排出量の拠点別推移

2023年度のスコープ1,2の排出量は、45.2千tonｰCO2（前年度対比36.4％削減）でした。生産減少に伴うエネルギー使用量減
少が影響しました。加えて、スコープ１では、蒸気の利用効率改善に成功した他、国内法（*１）改正に伴うSF6等プロセスガスの排出
係数変更の影響も加わり、前年度対比▲51%の減少となりました。スコープ2では、高効率コンプレッサーの増設と利用拡大が省エ
ネルギーに貢献した他、再生可能エネルギーの利用拡大、契約電力会社のCO2排出係数低下の効果も加わり、前年度対比
▲23%の削減となりました。引き続き、生産性向上等によるエネルギー利用効率の改善を進めるとともに、再生可能エネルギーの
利用を拡大し、温室効果ガス排出量の削減を推進します。 *1）地球温暖化対策の推進に関する法律

エネルギー使用量（原油換算） エネルギー原単位改善率

温室効果ガス・スコープ３の排出量実績と目標

スコープ3の5つのカテゴリーの排出量はいずれも前年度比減少となりました。排出量の多いカテゴリー１（購入した製品、サービ
ス）は、生産減少の影響を受け、前年度比▲7％の減少となりました。2024年度以降、需要の回復と事業の拡大が排出量の増加要因
となりますが、お取引先様と緊密にコミュニケーションをとりながら、2030年度目標達成を目指した活動に取り組みます。 

地球温暖化防止への取り組み

山梨事業所では生産設備の駆動に欠かせないクリーンドライエアを製造するコンプレッサを複数台稼
働させています。これまでに長期稼働設備を最新機種に更新し省エネルギーを図ってまいりましたが、今
回さらに、更新した最新機種を用いて効率の低いコンプレッサを代替する取り組みを行いました。

これまで製造能力が高くエネルギー効率に優れる最新機種を導入し低効率設備の撤去を行いました。
その結果、最新機種のみで平常時のクリーンドライエアを確保する体制を構築し、台数制御によりエネ
ルギー効率に優れた設備を有効に活用できる体制としました。今回さらに、予備機の能力を確保した上で、
長期稼働設備を利用している別建屋へのクリーンドライエア供給を開始し、長期稼働設備をさらに削減
する取り組みを行いました。これにより原油換算エネルギー使用量を年間 70kL（122 ton-CO2相当）
削減しました。

山梨事業所　クリーンドライエアの安定製造体制の構築とエネルギー効率向上

2023年度は、親会社である住友電気工業株式会社の目標更新に合わせ、2021年度と2022年度の平均を基準として3.3%以上
の原単位改善を当社グループの目標としましたが、▲6.2%の悪化に終わりました。エネルギー効率に優れた設備の導入や生産性の
改善で一定の成果を得ましたが、生産減少に伴うエネルギー効率の悪化の影響が大きく、原単位は悪化となりました。2024年度
は、生産規模の回復と、更なるエネルギー効率改善対策の実行により原単位の改善を見込んでいます。

スコープ3排出量

カテゴリー7、雇用者の通勤

カテゴリー6、出張

カテゴリー5、事業から出る廃棄物

カテゴリー3、燃料及びエネルギー関連活動

カテゴリー1、購入した製品・サービス

スコープ３、カテゴリー１
排出量

2020年度実績 2030年度目標

256.2千ton-CO2/年 217.8千ton-CO2/年
（2020年度対比▲15%）

エネルギー原単位改善活動の取り組み目標と実績
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エネルギー使用量（原油換算） エネルギー原単位改善率
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スコープ3排出量

カテゴリー7、雇用者の通勤

カテゴリー6、出張

カテゴリー5、事業から出る廃棄物

カテゴリー3、燃料及びエネルギー関連活動

カテゴリー1、購入した製品・サービス

スコープ３、カテゴリー１
排出量

2020年度実績 2030年度目標

256.2千ton-CO2/年 217.8千ton-CO2/年
（2020年度対比▲15%）

エネルギー原単位改善活動の取り組み目標と実績
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排気・排水監視等結果（2023年度）

廃棄物排出量 廃棄物原単位改善率

当社グループでは、地球環境への負荷を低減するため、資源の有効利用や廃棄物の削減も重要課題と認識しています。
廃棄物の排出量を生産指数で規格化した原単位を指標として削減活動を推進しています。2023年度は、親会社である住友電気
工業株式会社の目標更新に合わせ、2022年度を基準として1%以上の原単位改善を当社グループの目標に設定し、活動しました。
その結果、13%の改善を達成しました。
新しい世代の製造プロセスへの統合を積極的に進め、ガリウムひ素を材料とする旧世代のデバイス製造を縮小した結果、同デバ
イスのウエハ洗浄工程で発生していた廃液に起因する廃酸と汚泥が大幅に削減されました。

当社グループでは環境汚染予防に向けた取り組みとして、工場からの排気や排水の監視、緊急事態に備えた訓練、及び従業員の
環境保全意識向上のための自覚教育を実施しています。2023年度の結果を下表に示します。

電子デバイス事業部では、無線通信用の半導体デバイスを製造しています。
その中でも主力製品は、高出力、高効率、低消費電力を特長とする携帯電話
基地局用GaN（窒化ガリウム）デバイスです。従来、同用途では、シリコンデ
バイスが多用されてきましたが、カーボンニュートラルへの社会的要請を背
景に、消費電力低減に適したGaNデバイスへの切り替えが進んでいます。
かつて、当事業部では、GaAs（ガリウムひ素）を材料としたデバイスを主力
製品としていました。一方で、GaNデバイスの特長に着目し、その製品化と量
産技術の確立に向けて、他社に先駆けて取り組みました。例えば、製品開発に
おいては、独自のサロゲートモデルを回路シミュレーションに活用することで
開発リードタイムの劇的な改善を実現しました。製造工程では、ビッグデータ
とAIを駆使することで、製造ロスの本質的な対策を推進し、生産プロセスを
日々進化させています。これらの取り組みの結果、GaNデバイスの製品群の
拡充が進み、量産技術の成熟度も向上したことを背景に、GaAsデバイスの新
規開発を2023年度で終了しました。生産性に優れた新世代の生産プロセス
への統合が進むことで、環境負荷の軽減が進むとともに、GaNデバイスの普
及拡大を通してカーボンニュートラル実現へ貢献できるものと考えています。
半導体デバイスの製造ラインでは、環境負荷の高い物質も使用することから、その流出事故の予防も重要な活動で
す。排水や排出ガスに対しては、法定基準を上回る自主管理値を設定し、監視・遵守を徹底しています。万一、
緊急事態が発生した場合を想定した訓練も定期的に行い、従業員に適切な対処手順を習得させています。
今後も、お客様の期待する製品の開発と安定供給を通して、カーボンニュートラルの実現に貢献するとともに、
製造プロセスにおける環境負荷の最小化に挑み続けます。

環境汚染予防の取り組み

VOICE

電子デバイス事業部　事業部長
岩舘 弘剛

当社では、PRTR法（*2）の施行を契機に、環境マネジメントシステムの中で環境負荷の高い化学物質の使用を
「著しい環境側面」として特定し、その削減への取り組みを継続してきました。例えば半導体ウエハの洗浄に使用する
塩素系有機溶剤の使用量削減は重要課題の一つでした。有害性の低い溶剤へ切り替えるための工程変更に継続的に
取り組むとともに、新世代の製品生産を開始する際には、環境負荷の低い化学物質で処理可能なプロセスの開発に挑
み続けました。近年、製造品種の統合を推進した結果、塩素系有機溶剤を使用する工程の残る古い世代の製品製造を
終了できました。今後も環境マネジメントシステムを有効に機能させ、環境リスクの抽出と対策を積極的に推進します。

*2）PRTR法：特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
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環境に配慮した製品の提供

光ファイバ通信ネットワークに求められる伝送容量は急速な拡大を
続けており、当社グループでは、お客様のニーズを先取りしたデバイス
製品の提供に努めています。
例えば、コヒーレント光通信方式は、長距離伝送時の信号品質の劣

化が少ないため、100km以上の長距離用途で採用されてきました。近
年、伝送速度の高速化に伴い、より短距離での信号品質の確保にも同
方式のニーズが高まる一方、光デバイス製品の小型化と低消費電力化
が普及の鍵となっていました。当社グループでは、最新の業界標準に
適合した小型、低消費電力の波長可変光源の提供を2020年より開始
し、データセンター間光通信ネットワークで幅広く採用されています。
高効率の波長可変機能を小型パッケージの中で実現するため、レーザ
チップや組立構造の設計を抜本的に見直した結果、消費電力の29％削
減を実現しました（当社従来製品比）。2023年度に出荷した同製品の
消費電力削減効果を累計すると、1.4GWh／年と推定され、温室効果
ガスに換算すると613ton-CO2／年に相当します。
当社が蓄積してきた化合物半導体デバイスの技術は、効率的で大容

量の通信ネットワークを実現する上で不可欠であり、その技術を進化さ
せ、新たなニーズに応え続けることが、当社の責務と考えています。こ
の責務を果たし、デジタル社会とカーボンニュートラルの実現を支えて
参ります。

環境報告書
ENVIRONMENTAL REPORT

2024
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